平成21年度森林境界明確化促進事業募集要領（三次募集）
はじめに
全国森林組合連合会（以下「本会」という。）は、平成21年度に林野庁から補助金の交付を受けて実施する森林境界明確化促進事業（以下、「本事業」という。）について下記の要領で募集します。
１．事業の目的

京都議定書の森林吸収目標の達成に向け、森林所有者が不明で施業の声かけが困難、あるいは境界が不明であることに起因して森林所有者に施業意欲がないなど、間伐実施の前提条件が整わない森林においても間伐を進めていく必要があることから、間伐を進める前提である森林境界の明確化を促進するため、市町村や集落の代表者、地域住民等からなる地域協議会による境界の明確化活動を支援することにより、条件不利森林における間伐の実施を推進することを目的として、森林境界明確化促進事業を実施します。
２．事業対象者

事業対象者は、市町村や集落の代表者、地域住民、森林組合等からなる地域協議会（以下「協議会」という。）であって地域全体で森林境界問題を解決し、間伐等の施業につなげていく意志を有し、本事業の実施に係る経理及びその他の事務について、適切な管理体制及び処理能力を有する団体であることが必要です。協議会には、原則として都道府県又は市町村が参画するものとします。

注1） 上記を満たす協議会であれば、既存の協議会の活用も可能です。（例：流域林業活性化協議会、流域林業活性化センター、高齢級森林整備促進特別対策事業に係る協議会、林業・木材産業関係の協議会）
注2） 応募申請の時点で協議会が設立準備中の場合は、仮称でも構いません。但し、代表予定者・予定構成員・協議会規約（案）等は提示していただきます。
３．助成対象事業

　　以下の取組が助成の対象となります。

（１）境界明確化に向けた事前調査
協議会が活動対象とする森林における間伐の推進に向けて、森林の境界明確化が必要な森林の情報を収集・整理するため、既存情報を活用した森林所有者の特定、境界明確化に向けた手順の作成、既存図面を活用した境界点検マップの作成等の準備作業。

（２）境界明確化現地調査
境界明確化が必要な森林において、森林所有者等からの境界明確化の同意を得るとともに、立会等による境界確認及び簡易な境界測量による事業実施区域及び面積の確定作業。

（３）間伐の実施に向けた成果の整理
ア　　(2)の調査データの整理を行い、測量の結果を図面に表示するとともに、森林所有者等の関係者に通知する業務。あわせて市町村・都道府県に通知を行い、森林基本図やGIS等への反映に資する業務。
イ　　森林境界明確化実施後の間伐等施業の実施方針の策定、当該実施方針の特定間伐等促進計画（森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法（平成20年法律第32号）第４条に基づく計画をいう。）への反映等により、協議会が活動対象とする森林に係る間伐のための計画を策定する業務。

４．事業対象森林

　　以下の森林が事業対象森林の要件となります。

（１）事業対象となる森林

対象とする森林は森林法（昭和26年法律第249号）第５条第２項に規定する地域森林計画の対象とする森林であって、次のア又はイに掲げる要件に適合する森林とする。
なお、イの森林を対象とする場合は、アの森林と併せて対象とすることを必須とする。

ア　　ⅢからⅩⅡ齢級の人工林のうち、境界が不明であることに起因して間伐が進んでいない森林。
イ　　アに掲げる森林と一体的に森林境界の明確化を図ることが効率的であると判断できる森林。

（２）事業対象外となる森林

次に掲げる森林は対象とする森林から除外する。

ア　国、都道府県又は市町村が所有する森林
イ　独立行政法人森林総合研究所が分収林特別措置法（昭和33年法律第57号）第２条第１項に規定する造林者又は造林費負担者として同項に規定する分収造林契約に基づき、造成に係る事業を行う森林
ウ　分収林特別措置法（昭和33年法律第57号）第９条第２項に規定する森林整備法人が、第２条第１項に規定する造林者又は造林費負担者として同項に規定する分収造林契約に基づき、造成に係る事業を行う森林
エ　中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業者以外の会社が所有している森林
オ　国立大学法人法（平成15年法律第112号）第２条第１項に規定する国立大学法人が所有している森林
カ　他の事業により森林の境界明確化が既に実施された森林
５．助成対象範囲

補助の対象となる経費については、事業の実施に直接必要な経費のうち、技術者給、賃金、謝金、旅費、需用費、役務費、委託費、使用料及び賃借料です（別表１、２参照）。
具体的には、以下の経費を想定しています。
（１）森林所有者の特定のために行う登記簿の閲覧等に要する経費

（２）地域での説明会開催時に配布する、おおよその既知境界・不明境界の範囲を示した図面の作成、作業行程の作成・同意の取り付けなどに要する経費

（３）境界精通者の立会に係る謝金

（４）D-GPS機材のレンタル代

（５）杭の設置等に要する経費

（６）測量結果等現地調査の成果の整理や間伐の実施に向けた今後の予定のとりまとめ等に必要な経費

（７）本事業の補助の目的である事業の一部分（例えば、事業の成果の一部を構成する調査の実施、取りまとめ等）を他の民間団体に委託するために必要な経費
　　（８）別表３の現地指導を受けるために要する経費
注3） 本事業の実行に当たっては、補助事業の目的を達成するため、本会が実施する講習または事業説明を受けた指導員による現地指導などにより、円滑な事業の実施に努めることとしています。応募申請書の事業経費に現地指導費を計上してください。なお、現地指導費については、別表３を参照してください。
注4） 委託を行うに当たっては、第三者に委託することが必要かつ合理的・効果的であると認められる業務に限り実施できるものとします。なお、事業そのもの又は事業の根幹を成す業務を委託すると、本事業の対象要件に該当しなくなるので、委託内容については十分検討してください。
注5） 事業の計画・実行、成果品の作成等については、地域協議会の交付決定通知と共に送付する「森林境界明確化促進事業実施マニュアル」に沿って実施してください。

６．助成金額

助成単価は、事業完了面積１ヘクタール当たり45,000円とし、助成金額は、事業完了面積に助成単価を乗じて得た額となります。

但し、助成金の交付については、助成金交付決定通知による交付決定額を上限とする他、森林境界明確化促進事業助成金交付規程によります。
７．選定審査
（１）審査方法
本会が設置する森林境界明確化促進事業選考委員会（以下「選考委員会」という。）の審査を経て選定します。選考委員会及び審査過程は公平を期すため非公開とします。

なお、本会から応募申請内容等について問合せを行う場合があります。また、選定に当たって、直接申請者から事業の説明を受ける場合があります。
（２）審査結果の通知

審査の結果については、応募申請者に対して本会から文書で通知するとともに、選定された事業概要について一般に公表します。

８．事業の実施及び助成金の交付に必要な手続等
（１）選定通知を受けた後、助成金交付申請書を提出していただきます。

（２）事業実績報告書は必要な書類を添付して、平成22年3月15日までに提出していただきます。
（３）助成を受けた者は、本事業終了後5年間、関係する帳簿、会計書類の伝票等について保存していただきます。

９．応募に必要な書類
（１）所定の応募申請書を提出して下さい。応募申請書様式はホームページサイトから入手できます。また、お問い合わせに応じて事務局が郵送いたします。
（２）提出された応募申請書は選定審査以外には使用しません。なお、応募申請書は返却いたしません。

10．募集期間（三次募集）
応募の受付は平成２１年７月２１日（火）から９月３０日（水）まで行います（応募締切当日消印まで有効）。
11．助成金交付決定者(以下｢事業実施主体｣という。）に係る責務等

助成金の交付を受けた事業実施主体は、事業の実施及び交付される助成金の執行に当たって、以下の条件を守らなければなりません。

（１）事業の推進
事業実施主体は、事業全体の進行管理、事業成果の公表等、事業の推進全般についての責任をもたなければなりません。特に、交付申請書(採択決定後、助成金の交付を受けるために提出することとなっている申請書）の作成、計画変更に伴う各種承認申請書の提出、定期的な報告書の提出等については、適時適切に行う必要があります。
（２）助成金の経理管理
事業実施主体は、交付を受けた助成金の経理管理に当たっては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号)に基づき、適正に執行する必要があります。
事業実施主体は、助成事業の実施に当たっては、本事業と他の事業の経理を区分し、助成金の経理を明確にする必要があります。
（３）知的財産権の帰属等
本事業により得られた知的財産権(特許権、実用新案権、意匠権、プログラム及びデータベースに係る著作権等権利化された無体財産権及びノウハウ等)は、発明者に帰属します。
（４）調査等への協力

助成期間中に、本会の職員等による現地指導を行うことがあるほか、本事業の普及のため、視察の受入れ等の協力依頼をすることがあります。
12．応募申請書の提出先及び問い合わせ先

応募申請書等の提出先及び事業内容や募集要領についてのお問い合わせは、下記にお願いします。なお、応募申請書は持参又は郵送、運送することとします。
≪応募申請書の提出先及び問い合わせ先≫
全国森林組合連合会　林政・組織部　森林整備推進課

森林境界明確化促進事業担当事務局（担当者：淡田、中間）

〒101-0047　東京都千代田区内神田1丁目1番12号
TEL：０３－３２９４－９７１４　FAX：０３－３２９３－４７２６
URL：http://www.zenmori.org/
※ホームページから募集要領や申請書様式を入手することができます。
別表１　補助対象経費

	区　分
	補助対象経費（費目）

	森林境界明確化促進事業
	協議会活動助成
(1)境界明確化に向けた事前調査
(2)境界明確化現地調査
(3)間伐の実施に向けた成果の整理

	ア 技術者給
イ 賃金
ウ 謝金
エ 旅費
オ 需用費

カ 役務費
キ 委託費
ク 使用料及び賃借料


別表２　補助対象経費の範囲及び算定方法

	補助対象経費
	範囲及び算定方法

	技術者給
	事業を実施するために追加的に必要となる業務（専門的知識・技術を有する調査等）について、本事業を実施する協議会が支払う実働に応じた対価とし、日当たり単価に事業に従事した日数を乗じた額とする。
　また、日当たり単価の算定に当たっては、事業に直接従事した者に係る基本給、諸手当（超過勤務手当は除く。）、賞与及び法定福利費を合わせた額を、就業規則で定められた年間就労日数で除した額とする。（算定に当たっては、退職給与引当に要する経費は含まれない。）

	賃金
	事業を実施するために追加的に必要となる業務（資料整理、補助、事業資料の収集等）について、本事業を実施する協議会が雇用した者に対して支払う実働に応じた対価とする。
　賃金の単価については、業務の内容に応じた常識の範囲を超えない妥当な根拠に基づき設定する必要がある。

	謝金
	事業を実施するために追加的に必要となる資料整理、補助、専門的知識の提供、資料の収集等について協力を得た人に対する謝礼に必要な経費とする。
　謝金の単価については、業務の内容に応じた常識の範囲を超えない妥当な根拠に基づき設定する必要がある。
　なお、事業実施主体に対し謝金を支払うことはできない。

	旅費
	事業を実施するために必要となる協議会が行う資料収集、各種調査、検討、指導、講師招へい、打合せ、普及啓発活動、森林所有者等への働きかけに伴う国内移動に必要な経費とする。

	需用費
	事業を実施するために追加的に必要となる消耗品費、会議費、印刷製本費等の経費とする。（通常の団体運営に伴って発生する事務所の経費は含まれない。）
ア　消耗品費
「消耗品費」とは、事業を実施するために必要となる文献、書籍、原材料、消耗品、消耗器材、各種事務用品等の調達に必要な経費とする。
イ　会議費
「会議費」とは、事業を実施するために必要となる会議の開催時に出席者に提供する茶等飲料類の調達に必要な経費とする。
ウ　印刷製本費
「印刷製本費」とは、事業を実施するために必要となる文書、図面、パンフレット等の印刷に必要な経費とする。

	役務費
	事業を実施するために追加的に必要となる通信運搬費、広告料、原稿料等の経費とする。
ア　通信運搬費
「通信運搬費」とは、事業を実施するために必要となる郵便料、電話料及びデータ通信料、諸物品の運賃等の支払に必要な経費とする。（通常の団体運営に伴って発生する事務所の電話料、データ通信料は含まれない。）

	委託費
	本事業の補助の目的である事業の一部分（例えば、事業の成果の一部を構成する調査の実施、取りまとめ等）を他の民間団体に委託するために必要な経費とする。

	使用料及び

賃借料
	事業を実施するために追加的に必要となる器具機械、会場、車両等の借上げや物品等の使用に必要な経費とする。（通常の団体運営に伴って発生する事務所の賃借料その他の経費は含まれない。）


別表３　現地指導費

	経費区分
	実施面積
	金額（円）
	算出根拠

	謝金
	100ha未満
	320,000
	謝金1日単価40,000円×8人日

	
	100ha以上
	400,000
	謝金1日単価40,000円×10人日

	
	200ha以上
	480,000
	謝金1日単価40,000円×12人日

	備考（指導内容）
	・実施マニュアルによる現地調査の方法及び調査データの取りまとめ等の指導

・本事業の実施に係る経理及びその他の事務についての指導

・事業成果（各種帳票類及び境界杭）の現地確認・指導
・その他事業実施に係る業務に関する指導


注6） 現地指導は本会が指定する指導員（指導機関）に依頼してください。
注7） 実績報告書の提出には、指導員の確認印が必要となります。
注8） 指導員の現地指導費は、上記金額を下限とします。その他指導員に係る経費を追加する場合は、協議会で決定してください。
	整理 No.
	

	受 付 日
	平成　　年　　月　　日


平成21年度森林境界明確化促進事業応募申請書
全国森林組合連合会

代表理事会長　　　殿
住　　　所

団　体　名

代表者氏名　　　　　　　　　　　印

平成21年度森林境界明確化促進事業により下記のとおり事業を実施したいので申請します。
記

１．申請者
	協議会名称
	フリガナ
	

	
	

	協議会代表者
	フリガナ

	ＴＥＬ：
	

	
	
	ＦＡＸ：
	

	協議会所在地
	住所　（〒　　　　　－　　　　　　）

	担当者名

連絡先
	フリガナ


	ＴＥＬ：
	

	
	
	ＦＡＸ：
	

	
	住所　（〒　　　　　－　　　　　　）



	
	Ｅ-mail：
	


２．事業対象地域で境界明確化が必要となっている理由

	


３．事業区域の概要

（１）所有形態別森林面積

	所有形態別森林面積（ha）
	事業区域

面積合計

（ha）

	事業対象森林
	事業対象外森林
	

	私有林
	会社有林
	共有林
	その他
	小計
	国有林
	公有林
	分収林
	その他
	小計
	

	
	
	
	
	①
	
	
	
	
	
	


※対象森林及び対象外森林については、募集要領「４．事業対象森林」を参照してください。

（２）事業対象森林の人工林・天然林種別及び所有者数

	種別
	私有林
	会社有林
	共有林
	その他
	合計

	
	面積

（ha）
	所有

者数
	面積

（ha）
	所有

者数
	面積

（ha）
	所有

者数
	面積

（ha）
	所有

者数
	面積

（ha）
	所有

者数

	人工林
	
	
	
	
	
	
	
	
	②
	

	天然林
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	①
	


（３）事業対象人工林の齢級構成

	樹種
	齢級構成（ha）
	合計

（ha）

	
	Ⅱ

以下
	Ⅲ
	Ⅳ
	Ⅴ
	Ⅵ
	Ⅶ
	Ⅷ
	Ⅸ
	Ⅹ
	ⅩⅠ
	ⅩⅡ
	ⅩⅢ以上
	

	スギ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ヒノキ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	マツ類
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計（ha）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	②


４．助成金額

	事業実施（事業対象）

面積（ha）①
	ヘクタールあたりの

助成単価（円）
	助成金額

（円）

	
	４５，０００
	


５．事業経費

（１）収入

	区　分
	予　算　額

	
	助成金額
	協議会

負担金
	その他

負担金
	計

	協議会活動助成費

	円


	円


	円


	円



	計
	
	
	
	


（２）支出

	区　分
	予算額
	補助対象経費

費　目
	経費の積算内訳

	協議会活動助成
(1)境界明確化に向けた事前調査
(2)境界明確化現地調査
(3)間伐の実施に向けた成果の整理

(4)現地指導費
	円


	
	応募要領別表３のとおり

	計
	
	
	


６．事業完了予定年月日

　　　平成　　年　　月　　日

７．添付書類
　　（１）協議会規約

（２）協議会名簿
（３）事業区域概要図（色分け図）

以上
PAGE  

